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明 細 書

発明の名称 ：

ヨウ素系偏光子、偏光板、光学フィルムおよび画像表示装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、ヨウ素系偏光子に関する。また本発明は当該ヨウ素系偏光子を

用いた偏光板、光学フイルムに関する。さらには当該ヨウ素系偏光子、偏光

板、光学フイルムを用いた液晶表示装置、有機 E L 表示装置、 P D P等の画

像表示装置に関する。

背景技術

[0002] 液晶表示装置は、パ ソコン、 T V 、モニタ一、携帯電話、 P D A 等に使用

されている。従来、液晶表示装置等に用いる偏光子としては高透過率と高偏

光度を兼ね備えていることから、染色処理されたポリビニルアルコール系フ

イルムが用いられている。当該偏光子は、ポリビニルアルコール系フイルム

に、浴中にて、例えば、膨潤、染色、架橋、延伸等の各処理を施 した後に、

洗浄処理を施 してから、乾燥することにより製造される。また前記偏光子は

、通常、その片面または両面に 卜リアセチルセルロース等の保護フイルムが

接着剤を用いて貼合された偏光板として用いられている。

[0003] 近年では、液晶表示装置の高性能化が進み、高い視認性を得るために液晶

パネルにはコン トラス トの向上が求められている。すなわち、黒はより黒く

、白はより白く明るいことが望まれており、それに伴い、偏光子の偏光性能

の更なる向上が求められている。 したがって、偏光性能としては、高い偏光

度を持ちながら、高い透過率を有することが非常に重要となっている。

[0004] このような偏光子を得るために、これまでに多くの方法が提案されている

。例えば、偏光子の製造方法として、未配向のポリビニルアルコール系フィ

ル厶を膨潤浴中で膨潤 した後、ヨウ素染色浴でヨウ素を吸着させ、さらにホ

ゥ酸を含有する水溶液中で、架橋、延伸等の処理を施すことが提案されてい

る （特許文献 1 ) 。また、ポリビニルアルコール系フイルムを膨潤 した後、



加熱、加湿 し、次いでヨウ素染色処理を行い、弱延伸 した後に強延伸を行 う

ことが提案されている （参考文献 2 ) 。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 4 - 3 4 1 5 1 5 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 7 _ 1 9 9 5 0 9 号

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0006] しか し、特許文献 1、 2 に記載のように、ポ リビニルアルコール系フィル

厶に対 して、 ヨウ素染色処理されることにより得 られるヨウ素系偏光子は、

短波長側において光漏れが生 じ、光学特性を十分に満足することができてい

ないことが分かった。

[0007] 本発明は、高透過率、高偏光度の光学特性を満足 し、かつ短波長側におけ

る光漏れを抑制することができるヨウ素偏光子を提供することを目的とする

[0008] また本発明は、前記 ヨウ素偏光子を用いた偏光板、光学 フ イル ム を提供す

ることを目的とする。さらに本発明は、前記 ヨウ素偏光子、偏光板、光学 フ

イル ム を用いた画像表示装置を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[0009] 本発明者 らは、前記課題を解決すべ く鋭意検討を重ねた結果、以下に示す

偏光子等により前記 目的を達成できることを見出 し、本発明を完成するに至

つた。

[001 0] 即ち、本発明は、ポ リビニルアルコール系フ イル ム に ヨウ素が吸着配向さ

れているヨウ素系偏光子であって、

前記 ヨウ素系偏光子は、少な くとも一つの還元剤を含有する処理浴による

処理が施されており、且つ前記 ヨウ素系偏光子は還元剤の酸化体を含有 し、

かつ還元剤およびその酸化体の合計含有量が 0 . 0 6 X 1 0 - 6 ~ 1 . 6 X 1



0 - 6 m o I / g であることを特徴するヨウ素系偏光子、に関する。

[001 1] 前記還元剤としては、 ァス コル ビン酸、エ リソル ビン酸、チ才硫酸、亜硫

酸およびこれらの塩のいずれか少なくとも 1 種を例示できる。

[001 2] また本発明は、前記ヨウ素系偏光子の少なくとも片面に、透明保護フ ィル

厶を有することを特徴とする偏光板、に関する。

[001 3] また本発明は、前記ヨウ素偏光子または偏光板を有すことを特徴とする光

学フイルム、に関する。

[0014] また本発明は、前記ヨウ素偏光子、偏光板または光学フ イル ムを有するこ

とを特徴とする画像表示装置、に関する。

発明の効果

[001 5] 一般的に、ポ リビニルアルコール系フ イル ム にヨウ素が吸着配向されてい

るヨウ素系偏光子では、当該偏光子中に形成させるヨウ素錯体 （l 3 - ヨウ素

錯体と I 5 - ヨウ素錯体）が可視波長領域の光を吸収することで、偏光特性を

示す。かかる観点から偏光子の光漏れを抑制するために、偏光子中のヨウ素

錯体を高配向に配列させることが望まれる。偏光子中に配向性の低いヨウ素

錯体が存在すると、偏光子の光学特性が低下する。

[001 6] 本発明のヨウ素系偏光子では、所定量の還元剤を含有させることで、偏光

子中に存在する低配向のヨウ素錯体を優先的に還元 し、除去することができ

る。その結果、配向性の高いヨウ素錯体を選択的に偏光子中に存在させるこ

とができ、偏光子の特性向上が可能となる。このように、本発明のヨウ素系

偏光子によれば、高透過率、高偏光度の光学特性を満足することができる。

[001 7] また、還元剤によりポ リビニルアルコール系フイルム中の配向性の低い I 3

- ヨウ素錯体は優先的に還元され、除去されるので、偏光子中に存在する I 3 -

ヨウ素錯体の配向性が向上すると考えられる。 I 3 - ヨウ素錯体が偏光子の短

波長領域の吸光度に関与するので、偏光子のクロス状態における短波長領域

の光漏れ （プル一 リーク）を改善することができると考えられる。

発明を実施するための形態

[001 8] 本発明の偏光子に適用されるポ リビニルアルコール系フイルムとしては、



可視 光領 域 にお いて透 光性 を有 し、 ヨウ素 を分散 吸着 す る もの を特 に制 限 な

く使 用 で きる。 通 常、 ポ リビニル アル コール 系 フ イル ム は厚 さ 1 0 ~ 3 0 0

m程 度 の もの が用 い られ る。 好 ま しくは 2 0 ~ 1 O O m で あ る。

[001 9] ポ リビニル アル コール 系 フ イル ム と して は、 例 え ば、 従 来、 偏 光 子 に用 い

られ て い るポ リビニル アル コール 系 フ イル ム が好適 に用 い られ る。 ポ リビニ

ル アル コール 系 フ イル ム の材 料 と して は、 ポ リビニル アル コール また は その

誘導 体 が あ げ られ る。 ポ リビニル アル コール の誘導 体 と して は、 ポ リビニル

ホル マ ール、 ポ リビニル ァセ タール 等 が あ げ られ る他 、 エ チ レン、 プ ロ ピ レ

ン等 の才 レフ イン、 ア ク リル酸 、 メ タ ク リル酸 、 ク ロ トン酸 等 の不飽 和 カル

ボ ン酸 及 び その アル キル エ ステル、 ア ク リル ア ミ ド等 で変性 した もの が あ げ

られ る。 ポ リビニル アル コール の重 合度 は、 1 0 0 ~ 1 0 0 0 0 程 度 が好 ま

しく、 1 0 0 0 ~ 1 0 0 0 0 が よ り好 ま しい。 ケ ン化度 は 8 0 ~ 1 0 0 モ ル

% 程 度 の もの が一般 に用 い られ る。

[0020] 上 記 の他 、 ポ リビニル アル コール 系 フ イル ム と して は、 エ チ レン 酢酸 ビ

ニル 共 重 合 体 系部 分 ケ ン化 フ イル ム等 の親 水性 高分 子 フ イル ム、 ポ リビニル

アル コール の脱 水 処理 物 ゃ ポ リ塩 化 ビニル の脱 塩 酸 処理 物 等 ポ リェ ン系配 向

フ イル ム等 が あ げ られ る。

[0021 ] 前 記 ポ リビニル アル コール 系 フ イル ム 中 には、 可 塑剤 、 界 面 活性 剤 等 の添

加剤 を含有 す る こ ともで きる。 可 塑剤 と して は、 ポ リオ 一ル お よび その縮 合

物 等 が あ げ られ、 た とえ ば グ リセ リン、 ジ グ リセ リン、 トリグ リセ リン、 ェ

チ レング リコ一ル、 プ ロ ピ レング リコ一ル、 ポ リエ チ レング リコ一ル 等 が あ

げ られ る。 可 塑剤 等 の使 用量 は、 特 に制 限 され な いが ポ リビニル アル コール

系 フ イル ム 中 2 0 重 量 ％以 下 とす るの が好適 で あ る。

[0022] 本 発 明 の ヨウ素 系偏 光 子 は、 ポ リビニル アル コール 系 フ イル ム に 、 ヨウ素

が 吸着 配 向 され た もの で あ る。 か か る ヨウ素 系偏 光 子 は、 例 え ば、 ポ リビニ

ル ア ル コ ー ル 系 フ イル ム に 、 染 色 工程 、 架橋 工程 お よび延伸 工程 を少 な くと

も施 す こ とに よ り得 られ る。 染 色 工程 、 架橋 工程 お よび延伸 工程 には、 それ

ぞれ、 染 色 浴、 架橋 浴 お よび延伸 浴 の各 処理 浴 が用 い られ、 これ ら各 処理 浴



は各工程 に応 じた処理液 （水溶液等）が用い られる。

[0023] 染色工程 は、上記ポ リビニル アル コール系 フイルムにヨウ素 を吸着 配向

させることによ り行 う。染色工程 は、延伸工程 とともに行 うことがで きる。

染色は、上記 フイルムをヨウ素溶液 に浸漬することによ り一般 に行われる。

ョゥ素溶液 と して用い られるヨウ素水溶液 は、 ヨウ素および溶解助剤である

ヨウ化化合物 によ りヨウ素イオ ンを含有 させた水溶液な どが用い られる。 ョ

ゥ化化合物 と しては、例 えばヨウ化 カ リウム、 ヨウ化 リチウム、 ヨウ化ナ 卜

リウ厶、 ヨウ化亜鉛、 ヨウ化 アル ミニウム、 ヨウ化鉛、 ヨウ化銅、 ヨウ化バ

リウ厶、 ヨウ化 カルシウム、 ヨウ化錫、 ヨウ化チタン等が用い られる。 ヨウ

化化合物 と しては、 ヨウ化 カ リウムが好適である。本発明で用いるヨウ化化

合物 は、他の工程で用いる場合 についても、上記同様である。

[0024] ヨウ素溶液 中の ヨウ素濃度 は 0 . 0 1 ~ 1 0 重量％程度、好 ま しくは 0 .

0 2 ~ 5 重量％、 さ らに好 ま しくは 0 . 0 2 ~ 0 . 5 重量％である。 ヨウ化

化合物濃度 は 0 . 1 ~ 1 0 重量％程度、 さ らには 0 . 2 ~ 8 重量％で用いる

のが好 ま しい。 ヨウ素染色 にあた り、 ヨウ素溶液の温度 は、通常 2 0 ~ 5 0

°C程度、好 ま しくは 2 5 ~ 4 0 °Cである。浸漬時間は通常 1 0 ~ 3 0 0 秒間

程度、好 ま しくは 2 0 ~ 2 4 0 秒間の範囲である。

[0025] 架橋工程 は、架橋剤 と して、ホウ素化合物 を用いて行 う。架橋工程の順序

は特 に制限されない。架橋工程 は、染色工程、延伸工程 とともに行 うことが

で きる。架橋工程 は複数回行 うことがで きる。ホウ素化合物 と しては、ホウ

酸、ホウ砂等があげ られる。ホウ素化合物 は、水溶液 または水 —有機溶媒混

合溶液の形態で一般 に用い られる。通常は、ホウ酸水溶液が用い られる。ホ

ゥ酸水溶液のホゥ酸濃度 は、 1 ~ 1 0 重量％程度、好 ま しくは 2 ~ 7 重量％

である。架橋度 によ り耐熱性 を付与するには、前記ホウ酸濃度 とするのが好

ま しい。ホウ酸水溶液等 には、 ヨウ化 カ リウム等の ヨウ化化合物 を含有 させ

ることがで きる。ホウ酸水溶液 にヨウ化化合物 を含有 させる場合、 ヨウ化化

合物濃度 は 0 . 1 ~ 1 0 重量％程度、 さ らには 0 . 5 ~ 8 重量％で用いるの

が好 ま しい。



[0026] 架橋工程は、前記ポリビニルアルコール系フイルムをホウ酸水溶液等へ浸

漬することにより行うことができる。架橋工程における処理温度は、通常、

2 5 °C以上、好ましくは3 0 ~ 8 5 °C、さらには3 0 ~ 6 0 °Cの範囲である

。処理時間は、通常、 5 ~ 8 0 0 秒間、好ましくは 8 ~ 5 0 0 秒間程度であ

る。

[0027] 延伸工程は、通常、一軸延伸を施すことにより行う。この延伸方法は、染

色工程、架橋工程とともに施すことができる。延伸方法は、湿潤式延伸が用

いられる。湿潤式延伸方法は、例えば、染色工程を施 した後、延伸を行うこ

とが一般的である。また架橋工程とともに延伸を行うことができる。延伸ェ

程は多段で行うこともできる。

[0028] 湿潤式延伸方法に用いる処理液にヨウ化力リゥ厶等のヨウ化化合物を含有

させることができる。当該処理液にヨウ化化合物を含有させる場合、ヨウ化

化合物濃度は0 . 1 ~ 1 0 重量％程度、さらには0 . 2 ~ 5 重量％で用いる

のが好ましい。湿潤式延伸方法における処理温度は、通常、 2 5 °C以上、好

ましくは3 0 ~ 8 5 °C、さらには 5 0 ~ 7 0 °Cの範囲である。浸漬時間は、

通常、 1 0 ~ 8 0 0 秒間、好ましくは3 0 ~ 5 0 0 秒間程度である。

[0029] 延伸工程では、総延伸倍率が、ポリビニルアルコール系フイルムの元長に

対 して、総延伸倍率で 3 ~ 1 0 倍の範囲になるように行う。好ましくは4 ~

8 倍、さらに好ましくは 5 ~ 7 倍である。すなわち、前記総延伸倍率は、延

伸工程以外の、後述の膨潤工程等において延伸を伴う場合には、それらのェ

程における延伸を含めた累積の延伸倍率をいう。総延伸倍率は、膨潤工程等

における延伸倍率を考慮 して適宜に決定される。総延伸倍率が低いと、配向

が不足 して、高い光学特性 （偏光度）の偏光子が得 られにくい。一方、総延

伸倍率が高すぎると延伸切れが生 じ易くなり、また偏光子が薄 くなりすぎて

、続 く工程での加工性が低下するおそれがある。

[0030] 本発明のヨウ素系偏光子の製造にあたっては、上記染色工程、架橋工程お

よび延伸工程を少なくとも施すが、前記工程を施す前に、膨潤工程を施すこ

とができる。膨潤工程により、ポリビニルアルコール系フイルム表面の汚れ



ゃプロッキング防止剤を洗浄することができるほかに、ポ リビニルアル コ一

ル系フィル厶を膨潤させることで染色の厶ラなどの不均一を防止する効果も

ある。

[0031 ] 膨潤工程において用いられる処理液 としては、通常、水、蒸留水、純水が

用いられる。当該処理液は、主成分が水であれば、 ヨウ化カ リウム等のヨウ

化化合物、界面活性剤等の添加物、アルコール等が少量入っていてもよい。

また、当該処理液にはヨウ化化合物を含有させる場合、 ヨウ化化合物濃度は

0 . 1 ~ 1 0 重量％程度、さらには 0 . 2 ~ 5 重量％で用いるのが好ま しい

[0032] 膨潤工程における処理温度は、通常、 2 0 ~ 4 5 °C程度に調整するのが好

ま しい。さらには、 2 5 ~ 4 0 °C であるのが好ま しい。なお、膨潤ムラがあ

るとその部分が染色工程において染色のムラになるため膨潤ムラは発生させ

ないようにする。浸漬時間は通常 1 0 ~ 3 0 0 秒間程度、好ま しくは 2 0 ~

2 4 0 秒間の範囲である。

[0033] 膨潤工程では、適宜に延伸することができる。前記延伸倍率は、ポ リビニ

ルアルコール系フ イル ムの元長に対 して、通常、 6 . 5 倍以下とされる。好

ま しくは、光学特性の点か ら、前記延伸倍率は、 1 . 2 ~ 6 . 5 倍、さらに

は 2 ~ 4 倍、さらには 2 ~ 3 倍にするのが好ま しい。膨潤工程において、延

伸を施すことにより、膨潤工程後に施される延伸工程での延伸を小さく制御

することができ、 フイルムの延伸破断が生 じないように制御できる。一方、

膨潤工程での延伸倍率が大きくなると、延伸工程での延伸倍率が小さくな り

、特に、架橋工程の後に延伸工程を施す場合には光学特性の点で好ま しくな

い。

[0034] また本発明のヨウ素系偏光子の製造にあたっては、上記染色工程、架橋ェ

程および延伸工程を少な くとも施すが、 これ ら工程の他に、金属イオン処理

を施すことができる。金属イオン処理は、金属塩を含む水溶液に、ポ リビニ

ルアルコール系フイルムを浸漬することにより行 う。金属イオン処理により

、種々の金属イオンをポ リビニルアルコール系フイルム中に含有させること



ができる。

[0035] 金属イオンとしては、特に色調調整や耐久性付与の点からコバル ト、ニッ

ケル、亜鉛、 クロム、 アル ミニ ウム、銅、マ ンガ ン、鉄などの遷移金属の金

属イオンが好ましく用いられる。 これ ら金属イオンのなかでも、色調調整や

耐熱性付与などの点から亜鉛イオンが好ましい。亜鉛塩 としては、塩化亜鉛

、 ヨウ化亜鉛などのハロゲン化亜鉛、硫酸亜鉛、酢酸亜鉛などがあげられる

[0036] 本発明の偏光子の製造方法では、染色工程、架橋工程および延伸工程を施

した後に、洗浄工程を施すことができる。

[0037] 洗浄工程は、 ヨウ化カリゥ厶等のヨウ化合物溶液により行うことができる

。前記ヨウ化合物溶液におけるヨウ化合物濃度は、通常、 0 . 5 ~ 1 0 重量

%程度、さらには 0 . 5 ~ 8 重量％、さらには 1 ~ 6 重量％の範囲である。

[0038] ヨウ化合物溶液による洗浄工程にあたり、その処理温度は、通常 1 5 ~ 6

0 °C程度、好ましくは 2 5 ~ 4 0 °Cである。浸漬時間は通常 1 ~ 1 2 0 秒程

度、好ましくは 3 ~ 9 0 秒間の範囲である。 ヨウ化合物溶液による洗浄工程

の段階は、乾燥工程前であれば特に制限はない。

[0039] また、洗浄工程 としては、水洗浄工程を施すことができる。水洗浄工程は

、通常、イオン交換水、蒸留水などの純水にポ リビニルアルコール系フ ィル

厶を浸漬することにより行う。水洗浄温度は、通常、 5 ~ 5 0 °C、好ましく

は 1 0 ~ 4 5 °C、さらに好ましくは 1 5 ~ 4 0 °Cの範囲である。浸漬時間は

、通常、 5 ~ 3 0 0 秒間、好ましくは 1 0 ~ 2 4 0 秒間程度である。

[0040] 前記水洗浄工程は、 ョゥ化合物溶液による洗浄工程 と水洗浄工程を組み合

わせてもよく、適宜にメタノール、エタノール、イソプロピルアルコール、

プタノ一ル、プロパノ一ル等の液体アルコールを配合 した溶液を用いること

もできる。

[0041 ] 前記各工程を施 した後には、最終的に、乾燥工程を施 して、偏光子を製造

する。乾燥工程は、得 られる偏光子 （フ イル ム） に必要とされる水分率に応

じて、適宜に、乾燥時間と乾燥温度が設定される。乾燥温度は、通常、 2 0



~ 1 5 0 °C、好ましくは4 0 ~ 1 0 0 °Cの範囲で制御される。乾燥温度が低

すぎると、乾燥時間が長 くなり、効率的な製造ができないため好ましくない

。乾燥温度が高すぎると得 られる偏光子が劣化 し、光学特性および色相の点

で悪化する。加熱乾燥時間は、通常、 1 ~ 5 分間程度である。

[0042] 本発明のヨウ素系偏光子は、少なくとも一つの還元剤を含有する処理浴に

よる処理が施されており、かつ還元剤の酸化体を含有する。前記還元剤とし

ては、例えば、ァスコルビン酸 （ビタミンC ) 、エリソルビン酸、チ才硫酸

、亜硫酸、クロロゲン酸、クェン酸、ロスマリン酸およびこれらの塩等があ

げられる。塩としては、ナ トリウム塩、カリウム塩等のアルカリ金属塩等が

あげられる。これらのなかでもァスコルビン酸、エリソルビン酸塩、チ才硫

酸塩、亜硫酸塩が好ましい。これら還元剤は、 1種を単独でまたは 2 種以上

を組み合わせて用いることができる。本発明のヨウ素系偏光子に含有される

前記酸化体は、偏光子中に含まれる前記還元剤に由来する。例えば、ァスコ

ルビン酸が偏光子中に含有された場合には、ァスコルビン酸はヨウ素錯体を

還元 した後、ァスコルビン酸の酸化体であるデヒドロアスコルビン酸になる

[0043] 前記還元剤は、ヨウ素系偏光子の製造にあたって前記工程に用いられる各

浴のいずれか少なくとも 1 つに含有させることにより、または、別途、前記

還元剤を含有する処理液による処理工程を施すことにより、ョゥ素系偏光子

中に含有させることができる。前記還元剤を含有させる工程は、染色工程に

より、ポリビルアルコール系フイルムにヨウ素を含有させた後の工程で行う

ことが好ましい。前記染色工程、架橋工程および延伸工程の処理順序は特に

制限はないが、染色工程を施 した後に、架橋工程および延伸工程が施される

場合が好適に適用できる。

[0044] 前記ヨウ素系偏光子の製造に係る各工程は、通常、膨潤工程がまず初めに

施される。次いで、例えば、染色工程が施された場合には、架橋工程、延伸

工程、さらには金属イオン処理工程、洗浄工程において、または別途の還元

剤の処理工程において、これらの各工程のいずれ少なくとも 1 つの工程にお



いて、還元剤を含有させることができる。

[0045] なお、前記染色工程、架橋工程および延伸工程は、複数の工程を同時に行

なう一括工程により行うことができる。複数の工程が同時に行なわれる一括

工程が行なわれていた場合には、当該一括工程に用いる浴に、還元剤を含有

させることができる。また、前記染色工程、架橋工程および延伸工程の各ェ

程が多段工程である場合においては、当該多段工程のいずれか少なくとも 1

つの工程において還元剤を含有させることができる。

[0046] 本発明のヨウ素系偏光子における還元剤とその酸化体の合計含有量は、 0

0 6 X 1 0 - 6 ~ 1 . 6 X 1 0 - 6 m o I / g である。前記還元剤とその酸化

体の合計含有量は0 . 1 1 X 1 0 - 6 ~ 1 . 4 X 1 0 - 6 m o I / g であるのが

好ましく、さらには0 . 1 6 X 1 0 - 6 ~ 1 . 2 X 1 0 - 6 m o l / g であるの

が好ましい。前記還元剤とその酸化体の含有量が0 . 0 6 X 1 0 m o I /

g未満では、偏光特性を十分に向上させることできず、また、短波長側の光

漏れを十分に抑えることができない。一方、前記還元剤とその酸化体の含有

量が 1 . 6 X 1 - 6 m o l / g を超える場合には、配向性の悪いヨウ素錯体

に加え、配向性の高い錯体も還元 除去されるので、偏光子の透過率の調整

が難しくなり、生産性が著しく悪くなる。

[0047] ヨウ素系偏光子における還元剤およびその酸化体の合計含有量を前記範囲

に制御するには、還元剤を含有させる各浴の水溶液における、前記還元剤の

濃度を制御して行うことが好ましい。前記還元剤濃度としては、 0 . 0 0 1

~ 0 . 0 1 5 重量％が好ましく、 0 . 0 0 2 ~ 0 . 0 1 2 重量％であるのが

より好ましい。前記濃度が0 . 0 0 1重量％未満の場合には、前記混合水溶

液中での還元剤の割合が少なくなり、得られるョゥ素系偏光子の短波長側の

光漏れを十分に抑えることができなくなる。前記濃度が0 . 0 1 5 重量％を

超える場合には、前記浴での還元剤の割合が多くなるため、偏光子の透過率

の調整が難しくなり、生産性が著しく悪くなる。

[0048] 得られたヨウ素偏光子は、常法に従って、その少なくとも片面に透明保護

フイルムを設けた偏光板とすることができる。透明保護フイルムを構成する



材料 と しては、例えば透明性、機械的強度、熱安定性、水分遮断性、等方性

などに優れる熱可塑性樹脂が用い られる。 このような熱可塑性樹脂の具体例

と しては、 卜リアセチルセル ロール等のセル ロール樹脂、ポ リエステル樹脂

、ポ リエーテルスルホン樹脂、ポ リスルホン樹脂、ポ リ力一ボネ一 卜樹脂、

ポ リアミ ド樹脂、ポ リイミ ド樹脂、ポ リオ レフィン樹脂、 （メタ）アク リル

樹脂、環状ポ リオ レフイン樹脂 （ノルボルネン系樹脂）、 ポ リア リレー 卜樹

月旨、ポ リスチ レン樹脂、ポ リビニルアル コール樹脂、および これ らの混合物

があげられる。なお、偏光子の片側 には、透明保護 フイルムが接着剤層によ

り貼 り合わされるが、他の片側 には、透明保護 フイルムと して、 （メタ）ァ

ク リル系、 ウレタン系、 アク リル ウレタン系、エポキシ系、シ リコーン系等

の熱硬化性樹脂 または紫外線硬化型樹脂 を用いることができる。

[0049] 透明保護 フ イル ム の厚 さは、適宜に決定 しうるが、一般 には強度や取扱性

等の作業性、薄層性などの点より 1 ~ 5 0 0 m程度である。特 に 1 ~ 3 0

0 mが好ま しく、 5 ~ 2 0 0 mがより好ま しい。透明保護 フ イル ム は、

5 ~ 5 0 mの場合に特 に好適である。

[0050] なお、 ヨウ素系偏光子の両側 に透明保護 フ イル ム を設ける場合、その表裏

で同 じポ リマ 一材料か らなる保護 フ イル ム を用いてもよ く、異なるポ リマ 一

材料等か らなる保護 フイルムを用いてもよい。

[0051 ] 前記透明保護 フイルムと して、正面位相差が 4 0 n m以上および/ または

、厚み方向位相差が 8 0 n m以上の位相差 を有する位相差板 を用いることが

できる。正面位相差は、通常、 4 0 ~ 2 0 0 n mの範囲に、厚み方向位相差

は、通常、 8 0 ~ 3 0 0 n mの範囲に制御 される。透明保護 フ イル ム と して

位相差板 を用いる場合には、当該位相差板が透明保護 フ イル ム と しても機能

するため、薄型化を図ることができる。

[0052] 位相差板 と しては、高分子素材を一軸 または二軸延伸処理 してなる複屈折

性 フ イル ム、液晶ポ リマー の配向フ イル ム、液晶ポ リマー の配向層をフ ィル

厶にて支持 したものなどがあげられる。位相差板の厚 さも特 に制限されない

が、 2 0 ~ 1 5 0 m程度が一般的である。



[0053] なお、前記位相差を有するフイルムは、位相差を有しない透明保護フィル

厶に、別途、貼り合せて上記機能を付与することができる。

[0054] 前記透明保護フイルムは、接着剤を塗工する前に、表面改質処理を行って

もよい。具体的な処理としてば、コロナ処理、プラズマ処理、プライマ一処

理、ケン化処理などがあげられる。

[0055] 前記透明保護フイルムの偏光子を接着させない面には、ハ一 ドコ一卜処理

や反射防止処理、ステイツキング防止や、拡散ないしアンチグレアを目的と

した処理を施したものであってもよい。

[0056] 前記偏光子と透明保護フイルムとの接着処理には、接着剤が用いられる。

接着剤としては、ィソシァネ一卜系接着剤、ポリビニルアルコール系接着剤

、ゼラチン系接着剤、ビニル系ラテックス系、水系ポリエステル等を例示で

きる。前記接着剤は、通常、水溶液からなる接着剤として用いられ、通常、

0 . 5 ~ 6 0 重量％の固形分を含有してなる。上記の他、偏光子と透明保護

フイルムとの接着剤としては、紫外硬化型接着剤、電子線硬化型接着剤等が

あげられる。電子線硬化型偏光板用接着剤は、上記各種の透明保護フイルム

に対して、好適な接着性を示す。特に、接着性を満足することが困難であつ

たァクリル樹脂に対しても良好な接着性を示す。また本発明で用いる接着剤

には、金属化合物フイラ一を含有させることができる。

[0057] 本発明の偏光板は、前記透明保護フイルムと偏光子を、前記接着剤を用い

て貼り合わせることにより製造する。接着剤の塗布は、透明保護フイルム、

偏光子のいずれに行ってもよく、両者に行ってもよい。貼り合わせ後には、

乾燥工程を施し、塗布乾燥層からなる接着層を形成する。偏光子と透明保護

フイルムの貼り合わせは、口一ルラミネ一タ一等により行うことができる。

接着層の厚さは、特に制限されないが、通常3 0 ~ 1 0 0 0 n m程度である

[0058] 本発明の偏光板は、実用に際して他の光学層と積層した光学フイルムとし

て用いることができる。その光学層については特に限定はないが、例えば反

射板や半透過板、位相差板 （1 / 2 や 1 / 4 等の波長板を含む）、視角補償



フイルムなどの液晶表示装置等の形成に用いられることのある光学層を 1層

または 2 層以上用いることができる。特に、本発明の偏光板に更に反射板ま

たは半透過反射板が積層されてなる反射型偏光板または半透過型偏光板、偏

光板に更に位相差板が積層されてなる楕円偏光板または円偏光板、偏光板に

更に視角補償フィル厶が積層されてなる広視野角偏光板、あるいは偏光板に

更に輝度向上フイルムが積層されてなる偏光板が好ましい。

[0059] 偏光板に前記光学層を積層 した光学フイルムは、液晶表示装置等の製造過

程で順次別個に積層する方式にても形成することができるが、予め積層 して

光学フイルムとしたものは、品質の安定性や組立作業等に優れていて液晶表

示装置などの製造工程を向上させうる利点がある。積層には粘着層等の適宜

な接着手段を用いうる。前記の偏光板やその他の光学フィル厶の接着に際 し

、それらの光学軸は目的とする位相差特性などに応 じて適宜な配置角度とす

ることができる。

[0060] 前述 した偏光板や、偏光板を少なくとも 1層積層されている光学フイルム

には、液晶セル等の他部材と接着するための粘着層を設けることもできる。

粘着層を形成する粘着剤は特に制限されないが、例えばァクリル系重合体、

シリコ一ン系ポリマ一、ポリエステル、ポリウレタン、ポリアミド、ポリェ

—テル、フッ素系やゴム系などのポリマ一をべ一スポリマ一とするものを適

宜に選択 して用いることができる。特に、アクリル系粘着剤の如く光学的透

明性に優れ、適度な濡れ性と凝集性と接着性の粘着特性を示 して、耐候性や

耐熱性などに優れるものが好ましく用いうる。

[0061 ] 偏光板や光学フイルムの片面又は両面への粘着層の付設は、適宜な方式で

行いうる。その例としては、例えば トルエンや酢酸ェチル等の適宜な溶剤の

単独物又は混合物からなる溶媒にベ一スポリマ一またはその組成物を溶解又

は分散させた 1 0 ~ 4 0 重量％程度の粘着剤溶液を調製 し、それを流延方式

や塗工方式等の適宜な展開方式で偏光板上または光学フイルム上に直接付設

する方式、あるいは前記に準 じセパレ一タ上に粘着層を形成 してそれを偏光

板上または光学フイルム上に移着する方式などがあげられる。



[0062] 粘着層は、異なる組成又は種類等のものの重畳層として偏光板や光学フィ

ル厶の片面又は両面に設けることもできる。また両面に設ける場合に、偏光

板や光学フイルムの表裏において異なる組成や種類や厚さ等の粘着層とする

こともできる。粘着層の厚さは、使用目的や接着力などに応じて適宜に決定

でき、一般には 1 ~ 5 0 0 mであり、 5 ~ 2 0 O mが好ましく、特に 1

0 0 0 mが好ましい。

[0063] 粘着層の露出面に対しては、実用に供するまでの間、その汚染防止等を目

的にセパレ一タが仮着されてカバ一される。これにより、通例の取扱状態で

粘着層に接触することを防止できる。セパレ一タとしては、上記厚さ条件を

除き、例えばプラスチックフイルム、ゴムシ一 卜、紙、布、不織布、ネット

、発泡シートや金属箔、それらのラミネート体等の適宜な薄葉体を、必要に

応じシリコ一ン系ゃ長鎖アルキル系、フッ素系や硫化モリプデン等の適宜な

剥離剤でコ一卜処理したものなどの、従来に準じた適宜なものを用いうる。

[0064] なお本発明において、上記した偏光板を形成する偏光子や透明保護フィル

厶ゃ光学フイルム等、また粘着層などの各層には、例えばサリチル酸エステ

ル系化合物やべンゾフエノール系化合物、ベンゾトリァゾール系化合物ゃシ

ァノアクリレー卜系化合物、二ッケル錯塩系化合物等の紫外線吸収剤で処理

する方式などの方式により紫外線吸収能をもたせたものなどであってもよい

[0065] 本発明の偏光板または光学フィル厶は液晶表示装置等の各種装置の形成な

どに好ましく用いることができる。液晶表示装置の形成は、従来に準じて行

いうる。すなわち液晶表示装置は一般に、液晶セルと偏光板または光学フィ

ル厶、及び必要に応じての照明システム等の構成部品を適宜に組立てて駆動

回路を組込むことなどにより形成されるが、本発明においては本発明による

偏光板または光学フイルムを用いる点を除いて特に限定はなく、従来に準じ

うる。液晶セルについても、例えばT N型やS T N型、 型などの任意なタ

ィプのものを用いうる。

[0066] 液晶セルの片側又は両側に偏光板または光学フィル厶を配置した液晶表示



装 置 や、 照 明 システ ム にバ ックライ 卜あ るいは反射板 を用 いた ものな どの適

宜 な液 晶表 示装 置 を形成 す る ことがで きる。 その場合、 本発 明 による偏 光板

また は光学 フ ィル 厶 は液 晶 セル の 片側 又 は両側 に設置 す る ことがで きる。 両

側 に偏 光板 また は光学 フ イル ム を設 ける場合、 それ らは同 じものであ って も

よい し、異 な るものであ って もよい。 さ らに、液 晶表 示装 置 の形成 に際 して

は、例 えば拡散板、 ア ンチ グ レア層、 反射 防止膜、保護板、 プ リズム ア レイ

、 レンズ ア レイシ一 卜、 光拡散板、 バ ックライ トな どの適宜 な部 品 を適宜 な

位 置 に 1 層又 は 2 層以上配置 す る ことがで きる。

実施例

[0067] 以 下 に本発 明 を実施例 お よび比較例 をあ げて具 体 的 に説 明す る。

[0068] 実施例 1

原反 フ イル ム と して、平 均重合度 2 4 0 0 、厚 さ 7 5 mのポ リビニル ァ

ル コール フ イル ム （（株 ） クラ レ製 の V F — P S 7 5 0 0 ) を用 いた。 当該

ポ リビニル アル コール フ イル ム に、 下記 の順 番 にて、 下記各工程 を施 した。

[0069] (膨 潤 工程 ）

膨潤 浴 の処理液 と して は、純 水 を用 いた。 上記 ポ リビニル アル コール フ ィ

ル 厶 を膨潤 浴 に搬 送 し、 3 0 °C に調整 した純 水 中 に 1 分 間浸漬 しなが ら 2 .

2 倍 に延伸 し、膨潤 させ た。

[0070] (染 色 工程 ）

染色浴 の処理液 と して は、 ヨウ素濃度 が 0 . 0 4 5 重量 ％ で、 ヨウ素 とョ

ゥ化 カ リゥ厶 を ヨウ素 ：ヨウ化 力 リゥ厶 （重量比 = 1 : 7 ) の ヨウ素染色溶

液 を用 いた。 上記膨潤 処理 され たポ リビニル アル コール フ イル ム を染色浴 に

搬 送 し、 3 0 °C に調整 した前 記 ヨウ素染色溶液 に、 3 0 秒 間浸漬 しなが ら、

元長 に対 して延伸 倍率 3 . 3 倍 まで、 一軸 延伸 しなが ら、 染色 した。

[0071 ] (架橋 工程 ）

架橋 浴 の処理液 と して は、 ホ ウ酸 を 3 重量 0/ 0 、 ヨウ化 カ リウム を 3 重量 0/ 0

含有 す る混合水溶液 を用 いた。 上記処理 され たポ リビニル アル コール フ ィル

厶 を架橋 浴 に搬 送 し、 3 0 °C に調整 した前 記混合水溶液 に、 3 0 秒 間浸潰 し



なが ら、 元長 に対 して総 延伸 倍率 3 . 6 倍 まで、 一軸 延伸 した。

[0072] (延 伸 工程 ）

延伸 浴 の処理液 と して は、 ホ ウ酸 を 4 重量 0/ 0 、 ョゥ化 カ リゥ厶 を 5 重量 0/ 0

、 還元剤 と して ァス コル ビン酸 を 0 . 0 0 1 2 5 重量 ％含有 す る水溶液 を用

いた。 上記処理 され たポ リビニル アル コール フ イル ム を延伸 浴 に搬 送 し、 6

0 °C に調整 した水溶液 に、 6 0 秒 間浸漬 しなが ら、 元長 に対 して総 延伸 倍率

6 倍 まで、 一軸 延伸 した。

[0073] (洗 浄 工程 ）

洗浄浴 の処理液 と して は、 ョゥ化 カ リゥ厶 を 3 重量 ％含有 す る水溶液 を用

いた。 上記処理 され たポ リビニル アル コール フ イル ム を洗浄浴 に搬 送 し、 3

0 °C に調整 した 当該水溶液 に、 1 0 秒 間浸潰 した。

[0074] (乾 燥 工程 ）

次 いで、 上記処理 され たポ リビニル アル コール 系 フ イル ム を、 6 0 °C の才

— プ ンで 4 分 間乾燥 して、 ヨウ素 系偏 光 子 を得 た。

[0075] 実施例 2 ~ 1 1 、 比較例 1 〜 6

実施例 1 において、 還元剤 の種類、 還元剤 を添加 した各工程 に係 る浴 お よ

び その浴 にお ける濃度 を表 1 に示 す よ うに変 えた こと以外 は、 実施例 1 と同

条件 で ヨウ素偏 光 子 を作製 した。 比較例 1 で は、 還元剤 をいずれ の浴 にも配

合 して いな い。

[0076] (評 価 ）

実施例 お よび比較例 で得 られ た ヨウ素 系偏 光 子 の光学特性 を以 下 の方法 に

よ り測 定 した。結 果 を表 1 に示 す。

[0077] < 還 元剤 とその酸 化体 の含有 量 >

G P C ( ゲル 浸透 ク ロマ トグラ フ ィ） （TOSOH, HLC-81 20GPC) を用 いて、

偏 光 子 1 9 中 に存在 す る還元剤 お よび その酸 化体 の合計量 （ g / g ) の測

定 を行 った。得 られ た測 定結 果 を還元剤 お よび その酸 化体 の分 子量 で割 った

値 を含有 量 （m o I / g ) と した。

[0078] < 光学特性 の測 定方法 >



偏光子の単体透過率 （T s ) 、偏光度 （P ) は、積分球付 き分光光度計 （

日本分光 （株）製 の V 7 0 0 ) にて測定 した。

なお、偏光度 は、 2 枚 の同 じ偏光子 を両者 の透過軸 が平行 となるように重

ね合わせた場合の透過率 （平行透過率 ：T p ) および、両者 の透過軸 が直交

するように重ね合わせた場合の透過率 （直交透過率 ：T c ) を以下の式 に適

用することによ り求め られ るものである。

偏光度 P (%) = { ( T p - T c ) / ( T p + T c ) } ι 2 Χ | o o

各透過率 は、 グランテ ラ一 プ リズム偏光子 を通 して得 られた完全偏光 を 1 0

0 % と して、 J I S Z 8 7 0 1 の 2 度視野 （C 光源） によ り視感度補整 し

た Y 値 で示 したものである。測定波長 は、波長 5 5 0 n m であ った。

[0079] < 二色比の評価 >

二色比 は単体透過率 （T s ( Y ) ) と偏光度 （P ) の値 を下記式 に代入 し

て算 出された。

[数 1]

, Ts(Y) P
log[ ~ ~ x (l ) ]

二色比 91.6 100
, Ts(Y) P

91.6 100

[0080] < コン トラス トの評価 >

波長 4 0 n m の コン トラス ト （C 410nm) は、波長 4 0 n m の平行透過

率 （T p 410nm) と波長 4 O n m の直交透過率 （T c 410nm) を用 いて、下記式の

計算式 によって求めた。

コン トラス ト （C 410nm) = 平行透過率 （T p 410nm) / 直交透過率 （T c 410nm

)

な お、 これ らの透過率 は、 J I S Z 8 7 0 の 2 度視野 （C 光源） によ

り、視感度補正 を行 った Y 値 である。

[0081 ]





請求の範囲

[ 請求項 1] ポ リビニル アル コール系 フイルムにヨウ素が吸着配向されているョ

ゥ素系偏光子であ って、

前記 ヨウ素系偏光子は、少な くとも一つの還元剤 を含有する処理浴

による処理が施 されてお り、且つ前記 ョゥ素系偏光子は還元剤の酸化

体 を含有 し、かつ還元剤 およびその酸化体の合計含有量が 0 . 0 6 X

1 0 - 6 ~ . 6 X 1 0 - 6 m o I / g であることを特徴するヨウ素系

偏光子。

[ 請求項 2 ] 前記還元剤が、 ァ ス コル ビン酸、エ リソル ビン酸、 チ 才硫酸、亜硫

酸 および これ らの塩のいずれか少な くとも 1 種類 を含む ことを特徴す

る請求項 1 記載の ヨウ素系偏光子。

[ 請求項 3 ] 請求項 1 または 2 記載の ヨウ素偏光子の少な くとも片面 に、透明保

護 フ イル ム を有することを特徴 とする偏光板。

[ 請求項 4 ] 請求項 1 も しくは 2 記載の ョゥ素偏光子 または請求項 3 記載の偏光

板 を有す ことを特徴 とする光学 フィル 厶。

[ 請求項 5 ] 請求項 1 も しくは 2 記載の ョゥ素偏光子、請求項 3 記載の偏光板 ま

たは請求項 4 記載の光学 フィル厶を有することを特徴 とする画像表示

装置。
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